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本研究は，ラストワンマイル自動走行システム（サービス）が導入される際に考えられる社会的なインパ

クト，特に CO2 排出量の影響について評価を行うことを目的とする．近年様々な自動走行システムの導入

が検討されている中で，駅などの主要交通結節点からの近距離移動を支援するラストワンマイル自動走行シ

ステムは，都市部における混雑緩和，地方においては交通弱者の移動支援など多様な効果が期待されてい

る．本研究では，交通流と CO2排出量の観点において導入時にどのような影響が考えられるか，交通シミュ

レーションと CO2排出量モデルを組み合わせたツールで評価を行った． 
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The purpose of this study is to describe the effect of traffic flow and CO2 emission for last mile mobility with automated driving. Last 

mile mobility system can be a solution as public transport system to help short trips of vulnerable road users from transport hub and 

is expected to reduce traffic congestions and CO2 emission due to modal shift from private vehicle. Besides, automated driving has 

potential to bring the good effect for last mile mobility system to make smooth traffic flow. In this study, we assumed that automated 

driving system is installed to last mile mobility system for local transportation and evaluated the impact on traffic flow and CO2 

emission using the evaluation tool consists of traffic simulation model and CO2 emission model. 
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1. はじめに 

無人移動自動走行による移動サービスとして期待

されているラストワンマイル（ラストマイル）自動

走行システムは，駅などの主要な交通結節点から

の近距離移動を支援する新たな移動手段等，様々

な場面での活用が期待されている．経済産業省と

国土交通省が平成 27 年 2 月に設置した「自動走行

ビジネス検討会」の議論おいても，ラストワンマイ

ル自動走行システムは自治体，地域交通事業者から

のニーズが高く，観光地やテーマパーク事業者の関



心も高いと報告されている[1]．その背景として，過

疎化による地域交通の事業性悪化，駐車場内におけ

る安全性の確保や待ち時間短縮，環境負荷低減など

の課題が挙げられており，それらを解決することが

可能かどうか，運営コストや利便性，環境性能など

様々な視点からの検証が欠かせない．このような流

れから，ラストワンマイルの実証事業も 2016 年 9

月から開始されており，実用化に向けた動きは今

後益々加速していくと考えられる．ラストワンマ

イルの自動走行システムの最終的な目標は自動走

行レベルの定義[2]でいうレベル 4 の高度運転自動

化（領域が限定される），レベル 5にあたる完全運

転自動化（領域の限定なし）を実現したサービス

の普及にあるが，その中でも現在あるいは将来の

社会に導入された場合，交通流にどのようなイン

パクトをもたらすか，環境負荷の程度を定量的に

評価することは重要な視点の一つである． 

本研究は 2014 年に開始となった戦略的イノベー

ション創造プログラム（SIP）の自動走行システム開

発の一環で[3]で行われ，筆者らは 6 つの自動走行シ

ステム（信号制御情報等を活用したグリーンウェー

ブ走行，Advanced Rapid Transit，隊列走行，高速

道路および一般道路での自動走行，地域における管

制交通システム（ラストワンマイル自動走行、自動

バレーパーキング））を評価してきた．本論文におい

ては，地域における管制交通システムの一つである

ラストワンマイル自動走行について評価した結果を

示す． 

 

2. CO2排出量可視化フレームワーク 

本研究で適用する自動走行システムの評価ツール

は，交通シミュレーションモデルと CO2排出量モデ

ルを連携させたものである．図 1に評価ツールの概

要を示す．本ツールは 2008年に開始されたエネルギ

ーITS 推進事業[4]の「国際的に信頼される効果評価

方法の確立」において開発され，過去には隊列走行

技術やエコドライブ・エコルートの導入など，様々

な状況下において新技術が自動車に導入された際の

交通流への影響，CO2 削減効果を定量的に評価して

きた．一方で，実データによる精度検証を行いなが

らその検証プロセス（Verification and Validation）や適

用プロセスを取りまとめ，日米欧の 3 極間の合意

の下で国際共同レポート[5]を発行した．なお，本研

究で適用する交通シミュレーションモデルは

SOUND[6][7]とした． 

 

図 1評価ツールの概要 

 

3. CO2削減メカニズムの整理とモデル実装 

3-1リファレンスモデル 

CO2 削減効果の評価にあたっては，まず評価対象

を明示するために，CO2 排出に関わる要素，メカニ

ズムを整理しておくことが望ましい．国際共同レポ

ートにおいては，評価ステップの一つとして評価前

提を明示するためのリファレンスモデルを作成する

ことを求めている．したがって本研究においても，

ラストワンマイル自動走行システムの導入効果にお

いてどのような CO2排出量のメカニズムを前提とし

て評価を行っていくかを整理した．図 2にラストワ

ンマイル自動走行システムのリファレンスモデルを

示す． 

 

図 2リファレンスモデル 

ここでは，大きく分けラストワンマイル車両とそ

の利用者に分け，お互いの交通流に対する影響，CO2

排出量に対する影響について整理し，図化した．ラ

ストワンマイル車両においては，地域内移動の利便

性向上の結果，利用者においては自家用車から公共

交通へ交通手段を転換する動きが期待される．さら

に，公共交通へ転換することによって自動車交通需

要が削減され，結果 CO2排出量が削減されるシナリ

オが想定される．一方で，利便性が向上することに

よって利用者の潜在需要を誘発し，その結果地域内
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のラストワンマイル車両の需要が増加して交通流に

影響を与え，CO2 排出量が増加するシナリオも考え

ることができる． 

 

3-2モデル実装 

ラストワンマイル自動走行のリファレンスモデル

に沿って，交通流シミュレーションモデルの要件と

して，①地域内のトリップ発生需要を個人ベースで

考慮，②一定数のラストワンマイル車両が地域内を

走行し，個人ベースの発生トリップに対して目的地

までの移動を提供，③空車トリップの発生も考慮，

と整理し，評価に必要な機能を実装した． 

ラストワンマイル自動走行における地域内トリッ

プの輸送については，1 台の車両が複数のトリップ

をスケジュールとして保持して走行できるトリップ

チェーンモデルを交通流シミュレーションモデルに

実装した．図 3にトリップチェーンモデルの概要を

示す．トリップチェーンモデルによって，複数個所

を立ち寄りながら走行する挙動を再現することがで

き，ラストワンマイル車両の運用において複数の目

的地・停車場所を目的地とする利用者を考慮した評

価が可能となった． 

 

図 3トリップチェーンモデルの概要 

本研究では，自動走行システムを実装したラスト

ワンマイル車両を前提としており，移動の需要量の

変化に加えて，自動運転時で期待されている発進時

の加速や走行時の速度のばらつきが低減されること

による交通流への影響も考慮できるようにした．需

要量の変化およびそれに伴う交通流への影響は交通

流シミュレーションが再現し，発進時の加減速や走

行時の速度ばらつきの低減効果はCO2排出量モデル

側で評価できるようにした．また，今前のラストワ

ンマイル自動走行の実証事業においては電気自動車

を適用しているため，本研究においても対象車両を

電気自動車とした．ただし，電気自動車は走行中に

直接 CO2排出量を排出（Tank to Wheel）しないた

め，まずは走行によるエネルギー消費量を算出し，

その消費量を発電した前提で Well to Tank 部分の

CO2排出原単位を乗じて全体のCO2排出量を推計す

ることとした． 

 

4. 地域交通への導入効果の評価 

4-1対象地域と利用データ 

ラストワンマイル自動走行の評価対象地域として、

実証実験の実施地区の中から輪島市を選定した．図 

4 に対象地域とモデル化した道路ネットワークを示

す．通過交通の需要については別途実施した日本全

国シミュレーションデータ[8]から輪島市周辺の交通

量を抽出し、通過交通を含む現況再現を実施した．

現況再現に参考とした断面交通量，走行速度調査デ

ータは平成 22年度道路交通センサスデータとした． 

 

図 4 対象地域とモデル化した道路ネットワーク 

 

4-2シミュレーション設定 

輪島市で実証実験が実施されているWA-MO[9] の走

行コースを参考にに示す輪島市中心部にラストワン

マイル走行路線を設定した（走行コースは 1 周

4.5km）．ラストワンマイル自動走行車両への乗降は

路線上に 9 箇所設定した停留所のみとし，ラストワ

ンマイル車両は停留所では 30秒停車する．また，に

示した青の点線で囲んだ 4 箇所の停留所で，一般車

両はラストワンマイル自動走行車両を追い抜ける設

定とした． 

ラストワンマイル自動走行車両は，実証実験に使

用されている 4人乗りの車両で，最高速度は 20km/h

を想定した．なお，一般車両は規制速度（30km/h～

50km/h）を目標に走行する設定とした．一方，ラス

トワンマイル車両の運行頻度設定では，輪島市の高

齢化率（65 歳以上，2015年で約 43％[10]） とラスト

ワンマイル車両走行コースの沿線人口（3152 人[11]） 
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から対象となり得る高齢者人口を推定し，そのうち

の 10%（135 人/日）の利用者が昼間（9 時～17 時）

に住宅エリアから病院・ショッピングセンターエリ

アへラストワンマイル自動走行サービスを往復利

用すると仮定した．その需要に対して，4 人乗りラ

ストワンマイル車両は 1時間あたり 5便必要（17人

/時）なため，12 分・6 分・3 分間隔の 3 パターン，

すなわち運行頻度を，5 便/時，10 便/時，20 便/時と

した． 

CO2排出量モデルで必要な車両の速度プロファ

イルについては，交通流シミュレーションからの

出力結果を用いる．また，CO2排出量を算出する

際の車種構成データは[13] [14]に示す構成とした．ま

た，前述のように，ラストワンマイル車両は電気

自動車を想定しており，燃料電池車と同様に走行

時の CO2排出量が 0となる．そのため，走行時の

エネルギー消費量から CO2排出量に換算するのに

発電時の CO2排出原単位が必要になる．本研究で

は，発電時の構成比率およびその CO2原単位はエ

ネルギー経済研究所の検討値[12]である 169g-

CO2/MJを用いた（エラー! 参照元が見つかりま

せん。参照）． 

 

4-3 シミュレーション結果本研究では，仮に同様の

行動を自家用車で行った場合のシミュレーションを

別途実施し，ラストワンマイル車両で移動した場合

と比較評価した．図 7 に

平均速度、図 8 に総走行距離、図 9 に総走行時間

のシミュレーション結果（ラストワンマイル自動走

行路線のみ）を示す．ラストワンマイル自動走行路

線では，低速で走行するラストワンマイル車両の混 

在でわずかに速度低下が見られた．自家用車利用の

場合と決められたコースを走行するラストワンマイ

ル車両では，1 トリップあたりの走行距離が異なる

ため，自家用車利用のケースに対して 33%減のトリ 

ップ数である 10 便/時でも総走行距離は増加する結

果であった． 

現況の交通需要のケースに加え、交通需要を現況

の 3 倍に増加させることで交通量が多い地域を模し

てラストワンマイル車両の走行による一般交通への

影響評価も行った．図 10，図 11 にケース別のラス

トワンマイル自動走行車の走行コースの平均速度を

示す．現況の交通需要下では，ラストワンマイル自

動走行路線を走行する一般車の平均速度は僅かに低

下が見られるものの，ラストワンマイル自動走行車

の走行頻度によらず同程度の速度であった．これは，

一般車はラストワンマイル車両をいくつかの停留所

で追い越し可能な設定としたこと，ラストワンマイ

ル車両の有無に関わらず交差点での信号停止の影響

で一般車の平均速度が低下していることが要因と考

えられ，信号制御されているエリアでは，ラストワ

ンマイル自動走行車が 3 分間隔程度の高密度走行で

も一般車両への影響は軽微となる可能性があると考

えられる．現況の交通需要を 3 倍に増加したケース

では，ラストワンマイル車両の平均速度はわずかに

低下したが，現況の交通需要と同レベルの速度であ

った．一方，一般車両は、交通需要の増加に伴い速

度低下が生じており，ラストワンマイル車両の便数

増加に比例して平均速度の低下がわずかに見られた． 

表 1Well to Tank CO2排出原単位 

燃料種 WtT排出原

単位 

備考 

ｶﾞｿﾘﾝ 12.3[g/km] 原油輸入先：中東 89%，東南アジ

ア：5%，アフリカ：4%，その他：2% 軽油 6.3[g/km] 

電気 168.6[g/km] 発電比率：火力 63%，原子力 28％，

水力 7%，その他 2% 

 

 

図 5 ラストワンマイル走行路線 

 

図 6輪島市車種構成データ 
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図 12 にキリコ会館から輪島市民病院までの平均

旅行時間を示す． 1 トリップあたりの旅行時間は自

家用車利用で 3～4 分程度であったが，ラストワンマ

イル自動走行の利用により 9 分（20 本/時）～14 分

（5 本/時）へと増加し，利便性の面ではやや低下す

ると考えられる．一方，現況の交通需要を 3 倍に増

加させたケースでは，1 トリップあたりの旅行時間

に現況ケースからの増加は見られなかった．これは

ラストワンマイル車両が元々低速で走行していたた

め，周囲の交通状況の変化から受ける影響は小さか

ったためと考えられる． 

ラストワンマイル自動走行車は電気自動車を想定

し，走行挙動も自動運転によって最適な加減速およ

び定常走行時の速度ばらつきが改善されるものとし

た．Tank to Wheel エネルギー消費量および Well to 

Wheel CO2排出量の推計結果を図 12、図 13に示す．

なお，ラストワンマイル自動走行車は電気自動車を

想定しているため，CO2 排出量は発電部分も考慮し

た排出量で算出している．エネルギー消費量を見る

と，現状の交通状況を再現したベースケースと比較

して，高齢者の移動トリップ増加分を全て自家用車

で賄うと，107%まで増加する．一方，移動トリップ

の増加分をラストワンマイル自動走行車に代替する

ことで，現状相当までエネルギー消費量，ならびに

CO2 排出量は抑制されるが，ラストワンマイル自動

走行車が 20 本/時まで増加すると，CO2 排出量の削

減幅がやや縮小している． 

 

5. おわりに 

本論文においては，ラストワンマイル自動運転シ

ステムを地域交通に導入した際の交通流および CO2

排出量削減効果について評価を行った結果を示した．

本結果は検討時における実証実験等から知り得る情

報を基に前提条件を設定したが，今後性能の向上や

運用ルール等が実用化に向けて変更されることが予

想される．その際は，再度設定を見直して道路交通

に関わるインパクトを再検証することが必要である． 
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図 7 平均速度（全車両） 

 

図 8 総走行距離（全車両） 

 

 

図 9 総走行時間（全車両） 

 

 

図 10 ケース別平均速度 

（ラストワンマイル自動走行路線のみ、交通需要現況ケース） 

 



 

図 11 ケース別平均速度 

（ラストワンマイル自動走行路線のみ、現況の交通需要を 3倍

にしたケース） 

 

 

 

図 12 区間平均旅行時間 

（ラストワンマイル自動走行路線のみ、上：交通需要現況ケー

ス、下段：現況の交通需要を 3倍にしたケース） 

 

 

図 13 エネルギー消費量推計結果 

 

図 14CO2排出量推計結果 
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